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はじめに

これまで，実質国民所得の評価の問題は，多

くの経済学者の関心をひいてきた1)。経済的厚

生の尺度の一つとしての実質国民所得の評価に

際しては，政府支出，不完全競争市場などの問

題が介在する。ところが，政府が存在せず，財

が最終消費財だけから成り，しかも，完全競争

市場の場合に，実質国民所得を如何に評価すべ

きであろうか。本稿では，この問題を，消費者

の合理的行動にもとづく個人的選好順序， ま

た，それから導かれる社会的選好順序をもちい

て検討する。

本稿の構成は次の通りである。 I. 1)にお

いては，まず，本稿における予備的定義および

記号を説明し，それにもとづいて，個人的選好

順序を述べる。さらに，この個人的選好順序か

注1) たとえば，［4], [5]を参熙。

ら社会的選好順序，より具体的にはバレート順

序， Kaldor-Hicks-Samuelson順序を定義する。

I. 2)においては，本稿において，個人的選好

順序がもつと考えられるさまざまの性質につい

て述べる。 I. 3)では，選好順序の性質相互の

あいだの関係について述べる。また，需要関数

を拡張した需要対応を定義し，選好順序のさま

ざまの性質から，需要対応のどのような性質が

みちびかれるかについて検討する。

IIにおいては，実質国民所得の評価の方法に

ついて述べる。定義3. 1では，実質国民所得

の評価方法についての三つの定式化をおこな

う。これにもとづいて，ある実質国民所得が他の

実質国民所得よりも Kaldor-Hicks-Samuelson

順序の意味で大きいためには，いかなる選好順

序の性質，財分配の型，価格ベクトルの性質が

みたされるべきかが定理2. 1で検討される。

定理2.2では，定理2.1の仮定の十分条件をも

とめる。 定理2.3と定理2.4の目的は， 定理

2.2と同様であるが， 仮定されている条件が若

干異なる。定理2.5，定理2.2の系では，前記

の三つの定理が，同一の選好順序という強い仮

定をとっていたのに対し，この仮定がゆるめら

れている。定理2.6では，正の価格ベクトルが

成立するための条件について，定理2.7では凸

性について，最後に，定理2.8では， 定義2.1

と定理2.2の関係について，それぞれ検討す

る。
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I.選好順序

1. 個人的選好順序と社会的選好順序

En, Eいま，それぞれ， n次元Euclid空間と

Euclid空間の非負象限を示す。すなわち，

E,t=＝｛;,:EEn I ;,:~O}. 

ここで，ベクトル :r,yEEnに関する不等式を，

次のように定める。

ェ三v⇔”虐函f。rz・=l, …, n 

ェミv⇔ェこvかつェキv

:r>v⇔ Xi>祐 f。i=1,…， n
ただし，牛・,yiは，それぞれ，ェ， vの第 i番

目の成分である。またスカラーの零を示すの

に， ‘‘o’'を用い，品の原点は “O"で表わす。

さらに，実数，非負の実数を示すのに，それぞ

れ E1,Etを用いる。

社会には， m人の消費者と n種の財が存在

するとして， Emnの点を示すのに， mxn行列

Xを用いる。 Xの要素 ”iiしま， i番目の消費者

にとって利用可能な j番目の財である。また，

X の第 i行ェiしま， i番目の消費者にとって利

用可能な財の組である。本稿を通じて，われわ

れは， i番目の消費者の消費集合は，品の非負

象限であると仮定する。

定義1.1行列 XEE品は配分（または分配）

と呼ばれる。また瓜X)三 2凡エ戸心ならば，

Xはェの配分（または分配）と呼ばれる。

定義1.1におけるペクトルェの第j成分は，

社会全体にとって利用可能な j財の量を示す。

行列 Xは，各財が各消費者にどれだけ配分さ

れているかを示す。

定義1.2もし，ぷ三広ならば，ェの達成可能

集合 A（;,:)を，

A（;,:) = {XEE品l(j(X)＝;,:},とする。

定義1.2は，社会全体にとって利用可能な財

の一定量を各構成員に配分するに際して，どの

ような方法が可能であるかを示す。

次に，各消費者は， E;において，（個人的）

選好順序を持っていると仮定しよう。

定義1.3広上で定義された二項関係 R;

U=l,…,m)は，もし， R,．が次の三つの条

件，

a) 完全性： （Va:、・，元，•EE:) ：ェ、•R、元、•または，

元，•R,•a:;,

b) 反射性： （Va:;EE:) ：ェ，•R、むh

C) 推移性： （Va:,, 元i, え、•EE:) : a:;R;元，•か

つ元iRふ ⇒ ェ，•Rふ，

を満足するならば， R、・は選好順序である。

選好順序 R、・を所与とするとき，強い選好順

序 R• 無差別な選好順序 I，・を，それぞれ，

工ip西⇔ェiR西かつ元iR、む，．でない，

工、·I西⇔ェ，•R西かつ元iR、・工、·,

とする。

R;(z"=l,…, m)が選好順序であるとき，

R= (R1, R2,…,Rm), 

を，選好順序の m 組と呼ぶ。

Etのすべての選好順序の集合を況で示す。

ゆえに，上で定義した，選好順序の m 組 R

は節＂の元である。すなわち，

RE9伸．

さて，ここで，上述の選好順序に基づいて，

競争均衡の概念を導入しよう。この概念は，供

給の側面を無視して，需要の側面だけを問題に

している。換言すれば，最終生産物だけについ

ての競争均衡の概念であり，その意味で，特別

な競争均衡の概念である。

定義1.4XEE品かつ戸三広となる組 (X,

P)は，二つの条件，

a.) p~O 
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b.) (V;r;EE:) : p・エiニP ・元，•⇒ 元;R心 f。ri
=1, ・•·, m, 

を満たすときに， R(E汎りについての競争均

衡である。

R(E距）を所与とするときに，

C(R) = {(X, p)EEみ＋l)nl(X, P) は Rにつ

いての競争均衡｝，

と，~

Y(R)＝｛ぷ三広I(3:XEA(z)), pEE;!'): (X, 

p)EC(R)}, 

を定義する。

すなわち， C(R)は， Rについての競争均衡

の組 (X,P)全体の集合であり， Y(R)の任意

の元ェの配分集合の元 X と価格ベクトル P

の組 (X,p)の中に， C(R)の元であるものが

存在する。

次に，社会的順序の例として，パレート順序

とK-H-S順序について述べる。まず，パレ

ート順序を定義する。

定義i.5 R を距の元とするとき， R に

よって導かれた，配分のパレート順序を，

XRX⇔ Z,•R西 for t"=l,…,m, 

で定義する。

同様に，強いパレート選好順序 P,無差別の

パレート選好順序 Iを，それぞれ，

XRX⇔ XRXかつ， XRXでない，

XIX⇔ XRXかつ XRX,

で定義する。

たとえば，配分 X とXとが与えられたとき，

それぞれの場合に，社会の各人にとって利用可

能な財の組ェ，•と元、•(i=l, …,m) に関して，

すべての人が元，•よりも出を選好すれば，そ

して，そのときにのみ，パレート順序に関して，

X は Xより選好される。すなわち，ただ一人

の反対も許されず，全員一致が必要とされるわ

けで，その意味で，きわめて強い順序であると

いえる。このパレート順序 R を利用して，補

償原理1)を考慮した Kaldor-Hicks-Samuelson

順序（省略して K-H-S順序）を導入しよう。

定義 1.6 パレート順序 Rが与えられたとき

に，広上の Kaldor-Hicks-Samuelson順序（以

後 k＿圧S順序と省略する） ＞R を，

元＞R;r⇔ (VXEA(;r))(3XEA（元））：XRX,

で定義する。

定義1.6は，社会全体の各財の量元，ェを比

較するに際して，それぞれの配分集合の中の元

を取り上げ，もし，ェの任意の配分集合 X に

対して，元の配分集合の中に，つねに Xが存

在して，バレート順序に関して， X よりも X

が選好されれば， K-H-S順序に関して，工よ

りも元が選好されることを示す。この際， X

が変化するに応じて Xも変化してもよい。

2. 個人的選好順序の性質

ここでは，以後において使用される，選好順序

Riの様々の性質，より具体的には，単調性，凸

性，連続性，飽和性，同次性について述べよう。

定義 1.7 選好順序 R芦咽は，

i) もし，（Vzi,元iEE;)：エiこ元i⇒ziR西，
ならば，広義の単調，

ii) もし， Riが広義の単調，かつ，

(Vェ，·,元，•EEむ：叫＞元i⇒ェぶ・元”
ならば，単調である。

iii) もし， （Vm，元、•EE;) : ;r、•こ元，•⇒ェぶ・元，,,
ならば，狭義の単調である。

iv) もし，（Vz、•EEり： Riz戸｛元，•EE;I 元，•R必｝

1) カルドアの補償原理によれば，ェと元の二つ

の選択対象の比較に際して，補償を行なった結

果，ェの方が Z よりも高い満足を誰もに与える

ならば，補償が実際になされなくとも，ェが選択

されるべきである。
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が凸集合ならば，広義の凸である。

V) もし， R、.が広義の凸で， しかも，ェぷ・元i

となる Z;, 元，・に対して，

(0<入<1): ［入ェ，•+（1-入）元，•J Pi西

が成立するならば，凸である。

vi) もし， R、.が，

(Vz;，元、•EE;!") : z;R西，西平E、•⇒(0＜入＜1).
［入ェけ（1-入）元，•JP西，を満足するならば，狭義

の凸である。

vii) もし，（Vz、•EE;!"):R;Z;= ｛元、・EE;!"I 元、•R心｝

が閉集合ならば，上半連続である。

viii) もし，（Vz;EE;!"):エiR戸｛元iEE計工iR、利

が閉集合ならば，下半連続である。

ix) もし， R;が上半連続かつ下半連続ならば，

連続である。

x) もし，（Vェ，•EEむ (3元、•EE;!") ：元、•Piェi なら

ば，非飽和である。

xi) P;z戸｛元、•EE;!"I 元ip心｝とし，万云を Pi年

の閉包とするときに，

もし，（Vz、•こ広）： R必 C万云ならば，局所的

に非飽和である。

xii) もし，（Vェi，元;EE;!") ：ェ、•R西 ⇒ (V犀

Et) ：入ェiR,．入元i,

ならば，同次である。

次にやや通常とは異なる凸性についての定義

をする。

定義1.8 int E;!"= {zEE;!" lz>O}, AcE;!"とす

るとき，

もし，（Vz;EA) (3pEint Eい (V元，•ERiヰ） ： 

p元i三p•エi

ならば，選好順序 R芦咽は，集合 Aの上で原

点に対して凸である。

3. 個人的需要対応

ここでは，前節で述べた選好順序のさまざま

第 47巻第 1号

な性質を基礎にして，それらの性質相互間の関

係をみる。また，この選好順序に基づいて，需

要対応を定義し，選好順序の性質から需要対応

のいかなる性質が導かれるかについて検討す

る。これらは，次章における諸定理を導く際の

補助定理としての役割を果す。まず，次の補助

定理は，原点に対して凸という性質と，上述の

単調性，凸性との間の関係を示す。

補助定理1.1選好順序 Ri←況は，連続であ

ると仮定する。そのとき，

i) もし， R;がE;の上で原点に対して凸なら

ば， R;は狭義の単調，かつ凸である。

ii) もし， R,．が狭義の単調かつ凸ならば， R，•

は intE；の上で原点に対して凸である。

証明）

i) a) 狭義の単調：エiこ元i⇒ ェ，•Pi元i，仮に，

工，•こ元，·，ェ冷P、・元、•＝｛ェ，•EE;| エiP，·元，•｝（⇔元，•ER;叫）

とすると， VpEintE; に対して， p~;r<p•エi

が成立する。これは，凡が原点に対して凸であ

るとの仮定に反する。

b) まず， R心iが凸であることを証明する。

R、・ェ、．が凸性を満足しないとき，ある工，•につい

て， Riエiの元元i,元，をうまくとり， 0＜叩<1,

入元叶（1-入）元たこェi となるようにする。このと

き，どんなにうまく， pEintE;をとっても，

P・元iこp・工、・, p• 元；~p・エi とすることはできな

ぃ。これは原点に対して凸であるとの仮定に反

する。

次に工、•P,·元i となる Vェi，元，•EE; に対して，

(V胆 (0,1)) : ［入工、•+（1 —入）西］P，元、．．

が成立することを示す。上に証明したように，

R西は凸であるので，工、•ER西とすると， O<

V入<1:入ェけ（1 —入）元iER必しかも，連続性

の仮定により， R,-元iiま閉であるので，内点ヰ

はすべて， z;lう元、．である。また，単調性から，
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工、•P函となる工，·しますべて R、・ヰの内点である。

ii) 仮に， （3ェ，•EintEい (VpEintEむ (3元，•E

R、・;r;): p・元;<P・エ、．とすると，元i三工，．．ここで，

狭義の単調性から，元ipi互また， O<V入<1: 

p［入元、•+ （1 —入 l;r;]<P•忍 (•: p・元、•<p• 工，•)． 狭

義の単調性から，工，．pi ［入元，•+（1-入）工、•]．これは

凸性に反する（証了）。

ここで，価格について，制約を加える。すな

わち， p は単体の元と仮定しよう。

定義1.9

Snー1={pEE計こf＝必＝1},

S~-1= {pESnー1IP>O}, 

とするとき，

0= {(p, M)疇＋1店 Si-1,Mこ0},

かつ，

0= {(p, M)EE;!"+l ipESn—1, Mこ0}．

つまり， Snー1は基本単体で， Si_1は Sた 1の開

核である。価格 P が Sn—1 の元のときは，価格

ゼロ（自由財）を含むが， S2-1の元のときは，

価格ゼロを含まない。 O は Sn—1 の元 P と実数

M~O の組全体を示し， Q は， S3_1 の元 P と

実数 M~O の組全体を示す。 M は所得を意味

するので非負の仮定は当然である。明らかに，

S2-1CSnー1,Qc0である。

さらに，需要対応の定義に進もう。選好順序

RiE況が与えられたとき， Q上の， i番目の消

費者の需要対応を，

か(p,M) ＝｛ヰ戸E!IP•凸~M かつ， （V年

E;t) : P ・元、・~M ⇒ が，•R西｝，で定義する。これ

は，価格とある予算制約が与えられたとき，そ

れを満足する財の組み合せの中で最も選好され

る財の組み合せの集合で，補償されない需要対

応とよばれる。次の三つの補助定理は，選好順

序 R,．のさまざまな性質の上に定義した需要対

応の間の関係にかんするものである。

補助定理1.2 もし，選好順序 R,．←況が上半

連続ならば，

i) (V (p, M)四） ： h、•(p, M)翌，

ii) (V (p, M)四）： hi(p, M)は閉，

iii) Qの元 (p,財）について次の条件が成立

する。もし，（Mり EEt, （叫）←広かつ元，•EE;

が Mq~町。ri"=l, 2,…； M←財，叫醒(p,

Mq) f砂＝1,2,…；叫→屯を満足するならば，

元斥：hi(p, M). 

証明）

i), ii) 集合｛工、•EE;lp• エi二M} は有界な閉集

合である。 V;r戸｛工、•EE;lp• 工，・~M} について，

Rぶiは上半連続の仮定により閉集合である。

したがって， ｛;r;EE; IP•;r,.~M} nR、むiしま有界

な閉集合。しかも，工、•R必であるので， ｛ェ，•E

E;lp ・ェ、・~M} nR;;r古¢が成立する。

iii) 仮に，元冷;:h;(P，財）とすると， d（元，・， hi

(p,財））＞o.すなわち， d（元、・,｛ェ戸E;lp・ェ，・ニ

財｝）＝入＞o.ゆえに，十分大きな qについて，
叫こU（元、．．入／2）， かつ d( ｛ェiEEいP・ェ，•＝財｝，

｛エ、•EE;lp ・エ，•＝Mり）＜入／2 とできる。 ところ

が，これは，ェ1缶h’•(P,Mりを意味する。これ

は仮定に反する（証了）。

補助定理1.3 選好順序 R,•こ況が与えられた

とき，

i) R,．が局所的に非飽和ならば，

(V(p, M)匹）（V年 =.hi(p, M)) : p・年;=M.

ii) R;が広義の凸ならば，

(V(p, M)匹）： hヽ・(p,M) は凸（または空）

である。

証明）

i) 仮に (3(p,M)E:0) (3;r、•Ehi(p, M)) : 

P・;r;<Mとすると，局所的に非飽和の仮定によ

り， Riエic亭．また，定義により，ェ，•Riエi• こ

こで，工、．が P、む，．の境界にあるとき， （3o>O) 
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(3:z,EU（z;; o)) : p・ぷ<M,ZiEP心これは，

工iEが(p,M)であることに矛盾する。また，

工、．が P必の内点であるとき，ェぶ・エiとなるの

で矛盾。

ii） 工，・,工知:hi(p, M) とすると， P·咋~M,

P・Z冨M であるので，

p（入ェ＋ （1-入）Zi)＝入p • ;r、・十（1-入）p • Z;~ 

入M+(l —入）M=M. また，ェ，·,年R;元i で，仮

定より R西は凸であるので，

入凸十（1 —入）必ER;元i, （ただし，元iEEむ（証

了）。

補助定理1.4 もし，選好順序 R;E況が同次

で，かつ上半連続ならば，

i) (V(p, M)四）（V入EEi)：珈(p,M)= 

hi(p,入M),かつ，

ii) もし，（3:(p, M) EO) : h•・（P, 記号な

らば OEhi(p,O). 

証明）

i) 珈 (p, M)=｛入工心韮(p, M)｝ とす

る。エ戸砒(p, M)について，定義により，

(1／入）エ戸恥P, M)．すなわち， p・［（1／入）Z，•]

~M かつ (V和琴）： P・芦M ⇒ (1 ／入）Z，•Ri

祝同次性の仮定から， p・エiニ入M かつ (V元i

EE,;) : p（栖）立M⇒ エ、•R,．迄．．..珈 (p, M) 

chi(p,入M). 逆に， Z，・韮(p,入M)に対し

て， p・エ溢;;,Mかつ (V元;EE,;): p元，立M⇒
z;R西．同次性の仮定から， p[(l／入）が~M か

つ (V元;EE,t): p[ (1／入）元』~M ⇒ (1／入）がti

(1／入）社．..hi(p,入M)c珈 (p,M). 

ii) 仮に， 0缶hバP,o)とすると，仮定により，

hi(p, 0）キ¢であるので，ェパキO)EhバP,O) 

が存在する。定義により，（V元、•EEむ： P・元，・~o

⇒ェiR西．元iを適当にとって，その正の成分
が， Z、.の正の成分とそれぞれ比例するように

できる。ここで，同次性の仮定により，入を適

第 47巻第 1号

当にとれば，入ェiRi入元i, 年＝入元、•とできる。ゅ

えに， ｛元バ元i=入工、・， 入＞O}が hi(p,0)の部分

集合となる。これは，閉集合である。同様の操

作を hi(p,0)の各示について行い，その和集

合を求めれば，これも開集合である。ところが，

上半連続の仮定により，補助定理から hi(p,0) 

は閉であるので，これは矛盾である（証了）。

]1．実質国民所得の評価

ここでは，まず，実質国民所得の評価の定式

化をする。政府支出，資本形成などにかんする

問題を無視するとすれば，実質国民所得の評価

を次のように定式化してもよいであろう。すな

わち，競争的配分をX,価格ベクトルを瓦ま

た fi=(J（X)とするとき，如何なる条件の下で，

VyEE;, p•y~p•fi ⇒ か＞Rll,

が成立するのであろうか。

この定式化は，所与の価格ベクトルの下で，財

の組み合せ i が， p•y~p•fi の条件を満たす，

任意の yEE;に対して，如何なる条件の下で，

K-H-S順序の意味で， より選好されるのかと

いうことを意味する。

次の 3つの条件は，以前において試みられ

た，実質国民所得の評価にかんする定式化であ

る1)。

定義2.1RE9lmとする。

l) Rが条件（＊）を満足するとは， もし， E;

の元 fi,11について9 (J（X) =fi, p•y~p ・ i と

なる (X,p)EC(R)が存在するならば，瓦＞刹

が成立することである。

2) Rが条件（＊＊）を満足するとは， もし，

Y(R)の元 fi,11について9 (J（X)=fi, p•y~ 

P・iとなる (X,p)EC(R)が存在するならば，

瓦＞渾が成立することである。
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もし，

6（X) 

=y，かつ p•fi~p ・ Y, fJ·fi~f, ・ i となる (X,

R が条件（＊＊＊）を満足するとは，

の元 Y,yについて9 (J（X)=Y, 

3) 

Y(R) 

ii) 

(1) 

P・O>Oのケース

配分 Xを
～ 
X=(p・却P・y)・fifori=l, …, m, 

豆）， (X, p)EC(R)が存在するならば，か＞叔

が成立することである。

定義2.1の3つの条件のあいだの関係は次の

通りである。

補助定理2.1条件(*)⇒条件(**)⇒条
件(***)

で定義する。また，

こ匹ふ＝こ凡(p・ふ／P ・ i) ・ ?i=(p．こえ、•/p ・ y)

・?i=?i, 

であるので， XEA(y).

元iR,．えを示すために，次の a),b) 

ケースに分ける。

の二つの

証明）

条件(**).

Y(R)cE；であるので，条件(*)⇒
また条件（＊＊＊）の仮定は条件（＊＊）

の仮定に含まれるので，条件(**）⇒条件(**＊）
（証了）。

ところで，

性質をもち，

されるときに，はじめに述べた， yEE,t,p•y~ 

P・i⇒i>渾が成立するのであろうか。次の
定理は， この問いに対する回答の一つである。

定理2.1

より具体的に RE節”がいかなる

また，他のいかなる諸条件がみた

もし， RE町が同次性をみたす選

好順序の m 組であり， かつ， (X, p)EC(R) 

が，

1) ('.3:wESm—1) ：元i＝巫i かつ巫＞0 for z"= 

1,…,m;（ここで i三 6(X)）を満足し，

2) p>O 

または，

2)' p:2:0かつ Riしま上半連続 (fori"= 1, …， 

m)であるならば，

(VyEEむ： p•y~p•fi ⇒ 瓦＞渾•

証明）かま広の元で， P・釦ニP・fl,XEA(y) 

とする。

a) P・ふ＝0のケース

もし，ふ＝0 ならば，ぇ戸ぇ．ゆえに，え、•Rふ•

ところが，

P・え、・>0のケース
(1) 式と仮定1)から，

巫）・元iであるので，

cal:＞〇） ：元i=~i•西(2) 

仮定2'）によって， P・え;=Oかつ

£,．;;::::oのケースがある。この場合には，補助定

理1.4 ii) によって，え、•R凸．（こを P、•=（ふ／元・

fj)・fi=O).

い、

え、・=（P・えJP・i)・（1/

また，（1)から，

p屯,=fi/p•y) •p・ふ．仮定により， p•fl~p•y

であるので，

P・えiこp• ふ．

ゆえに，（2）から，

P屯＝P・ [(1/1,•) ・え、•]こP ・[ (1/1;) え、•].

ここで，（X,p)EC(R)であるので，

元必［（1／み）え、•]．

R,．の同次性によって，（i西） R,·⑭（1／み）え、•]で

あるので，

元iRiぇ，．． （証了）

、＇ノ
•1 
P・y=Oのケース， この場合， y=I;え、・,

P ・え、．~o であるので， P・元、•三P ・え、rfor 1,・=1,…， 

m. ここで，（X,p)EC(R)であるので，元iRi

え;for z"=l, …， m; すなわち， XRX~X は任意

であるので， fi>RY・

さて，定理2.1においては RE汎m の性質に

かんする仮定だけでなく，仮定1),2)（または

2'）)が加えられていた。この仮定1),2)（また

は， 2'))をRE節”の性質からのみ導くことが

できないだろうか。すなわち， RE汎m の性質
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のみから，仮定1),2)（または 2'））の十分条

件を求めることはできないのだろうか。次の定

理2.2においては，

る。

定理2.2RE汎m が，次の条件をみたす，同

ーの選好順序 (R1=…＝Rm)の m 組であると

するとき，すなわち，各 i(i=l,…,m)につい

て， R,・は，

〇
、
幻
①
、
心
、
め

同次，

非飽和，

広義の単調，

上半連続，

広義の凸，

であるとき， もし，（X,p)EC(R)ならば，

‘.j 

ヽ
j
•
1

•1i 
p~O, 

(µESm—1) ：工、•(µ)=μ; fi for i'=l,…, mで

定義された配分 X(μ)について，（X(μ),p)←
C(R)が成立する。（ただし， fi=o-(X.))

．ヽ＇ノ

•1 

証明）

(X, p)EC(R) 

このことの検討がなされ

とし，仮に， Pの h。成分

Ph.<Oとする。仮定2)によって，

(1) (3s,•EE;) ：え;P1元、．．

(X, p)EC(R)であるので， P・ふ＞P・ぢここ

で，えを，

バ
ぇ1hfor hキh。
ぇlh。十4叫。 forh=h。,

但し， 4”ho=P・（元l―え1)/Pho・えl~;rl であるの

で，広義の単調性によって，

式から

(2) 元1P1元l•

(2)を考慮すれば，

の仮定に反する。

豆キ0であるので，

えiRi元i・

ところが，

P・元1=P・え1+PhoA叫。＝P・元1•

これと(1)

これは，（X,p)EC(R)と

したがって， p~O そして，

第 47巻

(3) 

ii) 

1) 

fi=(j（X)として，

P・fi=Oのケース

P• こ元;=O であるので， P・元;=Ofor i'=l,..., 

m.各 iについて元iEhi'(p, p・元、•)＝ hi(p, 0) 

であるので，補助定理1.4 ii)により，

(4) 

他方，広義の単調性によって，

(5) 

(4), {5)から，

(VμESm_1): (X(μ), p)EC(R). 

2) p•fi>O のケース

ここで，

11=｛年{1,…,m}lp•:r;>O}, 

12= {z・E {1, …, m} IP・元i=0},

とする。 P・肛＞〇ならば I占¢である。そこで，

一般性を失なうことなく，P・元1>0としてよい。

(6) 

(7) 

第 1号

p~O. 

2つのケースに分ける。

OEhi(p, 0) for i"=l,…,m. 

(V入E[0, l])：入fiR;Ofor z"=l,…,m. 

か三i- こ ,•EI2元i,

とすると，

p・y=p・i

が成立する。仮定により， R1=R2=…＝Rmで

あるので，補助定理1.4i)により，

(8) 

が成立する。但し，

(V年 11): (p名／Pも）西三が(p,M), 

M=p・元1である。ゆえに，

とする。

R1が広義の凸であるとの仮定から，補助定理

1. 3 ii)を用いれば，

(9) こiEIl入;(p・元JP・元が和三が（P,M), 

が成立する。但し，入戸P・元JP•gforiEI1•

ところが，

こiEII入i"(p ・元JP ・元、•)元i= こim(P・元JP ・ y)(p•

元1/"ii ・元i) 元，•＝（P・元1/P ・ i)こ、•EIぶ＝ （P・元ifpy)y,

であるので， R1の広義単調性，すなわち，

正コi⇒fiR1iと（9),U0)から，
(p屯／P・y)fjEが（p,M). 

ここで， 補助定理1.4により，
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(Vμ戸 [O,1] : μ、・罪が(p,

が成立する。ゆえに，

µ;p•fi). 定理2.4 もし， REVimが同一の選好順序

(V μESm_1) : (X(μ), p) EC(R). 

但し， X(μ)は

工、•(µ)=μifi for z"=l,…,m, 

で定義される （証了）。

ところで，定理2.1においては， R巴汎m の競

争均衡 (X,p) 

u(X) 

・・・, m 

とするとき，

てみよう。

る。ただし，

定理2.3 

Rmであり，

の存在を仮定し，

元i＝巫fi,

となる w=（巫，…，巫m)

巫＞0for z'=l, 

の存在を仮定

した。これらの存在を保証する十分条件を求め

次の定理2・3,定理2・4がそれであ

ここでは， RE節”の性質のみで

なく，他の仮定も加えられている。

もし，選好順序 R戸況が， R1=…＝

その各々が，

‘
ー
、
ー

1

2

 

同次，

上半連続，

という 2つの仮定をみたし，

また，

さらに，

ヽ
ー
、
ー

3

4

,

 ギ{
，ー、’ー

p>O, 

元i=afi(a>O)

Y= 

となる iが存在するなら

そのとき， Sm—1 の元µが存在し，（X(µ), p) 

EC(R). j;こtこし， ;,:i(μ)＝直forz"=l,…,m. 

仮定2), 3) 

1. 2 i)より， hi(p,Mi)尋 forj=l,…， m.ゅ

えに，元戸hパp,Mi). 

証明） を用いれば， 補助定理

(R1=R2=…＝Rm) で，各 i について， R，•は上

半連続であり，

ヽ
j

ーヽノ

1

2

 

p>O, 

Mi= (1/m)M for i"=l,…, m 

ならば， そのとき，

…,m.すなわち，

iが存在する。

すると µESm—1•

ところが， R戸凡＝…

=Rm であるので，元戸hi(p,M、•)for i", j=l, 

'ii=a(X). (X, p) EC (R), 

ここで，仮定4)により，元;=afi(a>O)となる

1 ここで， f3 を a•(3＝ーとなるよ
m 

うにとると§屯＝a頷＝（l/m)fi．仮定1)によ

り，§元iehパp,邸む）． μ;=a{3（z"=l,…， m)と

また (X(μ),p)EC(R). 

だし，がμ)＝既＝a陣＝μ,．i（証了）。

た

W,ESmー1 が存在し，元、•＝巫fi, (X, p) EC(R) 

とできる。ここで， fi=(J（X)である。

証明） p>O, Riが上半連続であるので，補

助定理1.2i)によって， hi(p,Mか吋forz'= 

したがって，元戸h’•(p,Mi) が存在

する。すなわち，（X,p)EC(R). 

1, ・・・, m. 

= (1/m) M for z"=l,…， m であるので，

l/mとすれば， 元，•=巫i とできる。

元＝（巫，…，砿m) こSm—1 （証了）。

上述の諸定理においては， RE節”が同一の

選好順序であること，すなわち， R1＝凡＝…＝

Rmが仮定されていた。

ここで， Mi

W;= 

ここで，

このことは，社会の各

人が，選好に際して全く同一の行動をとるとい

う仮定である。この仮定は余りにも強すぎる仮

定といえるであろう。そこで， この仮定を多少

とも緩めることはできないだろうか。次の定理

2. 5,定理2.2の系において，

してみよう。まず，定理2.5においては， R古

Riの場合において，定理2.2の仮定 1)を導く

ために必要な条件は何かが問題となる。

定理2.5 

上半連続で，

ヽ
ー
、
ー

1

2

 

"fJ>O 

ふ＝入ii，入,.>Ofori=l,…， m,

EC(R) 

証明）

このことを検討

もし， R点＝1,…,m)が同次かつ

ならば，

そのとき， wESm—1 が存在し，元戸巫fi, (X, p) 

とできる。ここで， fi=(J（X)である。

互＞0,凡が上半連続であるので，補

助定理 1.2i)によって， hi(p,Mか苔fort'=

1, ・・・, m. したがって， 元，．eが(p,M;)が存在
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する。すなわち，（X,p)EC(R)．ここで，

定2)より，元戸l;fi,l;>O for i=l,…,m,が

仮

成立する。また， R、・は同次である。すなわち，

(V入＞O）：加(p,M,•) ＝が（p，狐）が成立する。

したがって，みを適当に調整すれば，元戸品、•Y,

となる励三Sm—1 が存在巫＞0fort'=l,…,m. 

（証了）。する

次に，定理2.2の系においては，定理2.2の

結果にもとづき， m人を二つのグループに分け，

その中の一つのグループのみが同一の選好順序

という条件をみたせばよいことが証明される。

定理2.2の系 RE抑＂は m 組の選好順序で

ある。

11=｛年{1,…， m}lp屯＞O}.

12=｛年{1,…,m}Ip屯＝0｝，

とするとき，

第 47巻

1) 

第 1号

定理2.6選好順序 R,E況(z'=l,…,m)が，

非飽和，

の 狭義の単調，

のときに，（X,p)EC(R) ならば，亙＞〇が成

ヽ`
ノ

•1 
11の元 t',jについて， R;=Riが成立し，

R、•はそれぞれ次の仮定をみたす。

1) 

2) 

3) 

4) 

5) 

ii) 

同次性，

非飽和性，

広義の単調性，

上半連続，

広義の凸性。

とき，

I2の元 iは，上の 1)～4)をみたす。その

もし，（X,P)EC(R)ならば， fi=o-(X)

とするとき，

、ヽ’ノ

•1 
p~O, 

(µESm—1) ：工、•(µ)=μ,.fi forz・=1,…, mで
定義された配分X(μ)について，（X(μ),p)こ

ii) 

C(R)が成立する。

証明）

了）。

定理2.2の証明から明らかである（証

上に述べた諸定理において，価格ベクトル

p>Oという仮定が多く使用された。 そこで，

p>Oが成立するための十分条件を述べよう。

立する。

証明） 仮定 1) より，（az1EE;;) ：え1P1元1•

ところが，（X,p)EC(R)であるので， P・え1>

p•.r1. 

仮に Ph.=0とし，

バ
元nforhキh。,

元lh+P（え1-元1)for h=h。,

とすると，元1:2:::元r ここで，狭義の単調性より，

ぇ1P1元1• ところが， Ph.=0 であるので， P・ P戸

P•元1• これは，（X, p)EC(R)に矛盾する（証

了）。

さらに，

Y= {fil (V11EE;;) : p•fl~P ・ i⇒ 
fi> Rfl}. 

とするとき， Yが凸であるために， R斥咽 (i'=

1,…,m)が満足すべき条件を求めよう。

定理2.7もし，選好順序 R斥咽fori'=l,…， 

m が広義の凸ならば， Yは凸である。すなわ

ち， fi,yEYに対して，

(VyEE,t) : p•y~p ・ fj, P•VニP•i⇒樟＋
(1-入）Y>RY・

（ただし， 0~入~l).

証明） 仮定により， fi,fiEY,すなわち，

{（V咋広）：:::~:: ⇒ i>Ru, 
(VyEE:) : p•y~p•fj ⇒ iJ＞渾•

u(X) =iiとなる x,xがつまり 9 (J（X)=fi, 

存在し， XRX,XRX. これは，元iR凸・，元iRi:

for z"=l,…， m,を意味する。ここで9 (l（X)=y 

とすると， Ri は広義の凸であるので，（0~入ニ

1) : ［入元，•+ （1-入）元;]R、•a:;. for i・ = 1, …, m. っ

まり，入ii+(1 —入）え＞渾（証了）。
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最後に，定理2.1と定理2.2を用いれば，容

易に，次の定理が証明される。

定理2.8 もし，選好順序 RE汎m が，定理

2. 2の仮定をみたせば Rは条件（＊）をみたす。

証明） 定理2.1と定理2.2により明らかで

ある（証了）。

もちろん，補助定理2.1によって，条件（＊）

を条件（＊＊），条件（＊＊＊）としてもよい。
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